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平成26年５月22日中部圏地震防災基本戦略

【第一次改訂】

具体計画等の策定平成26年度中

中部圏の取組 国全体の取組

反映
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平成24年8月29日
南海トラフの巨大地震による
津波高・浸水域等（10ｍメッシュ）公表

資料２



平成２６年２月１７日 静岡新聞（朝刊）

○平成２６年２月１７日、中部圏の防災力の向上のため、古屋防災担当大臣へ、中部圏の５県
知事及び経済界代表９名により、基幹的広域防災拠点を「南海トラフ地震防災対策推進
基本計画」に位置付けるよう要望。

・愛知県知事 ・静岡県知事 ・三重県知事 ・岐阜県知事 ・長野県知事
・（一社）中部経済連合会会長 ・東海商工会議所連合会会長
・（一社）静岡県商工会議所連合会会長 ・（一社）長野県商工会議所連合会会長
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基幹的広域防災拠点の計画への位置付けを要望

古屋防災大臣へ（写真中央）へ要望書を説明

※中部地方整備局幹部も同行
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南海トラフ地震防災対策推進基本計画～災害発生時の対応に係る事前の備え～

○大規模な広域防災拠点等を「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」
に位置付け（第３章第４節）

出典： 中央防災会議 南海トラフ地震防災対策推進基本計画 参考資料（H26.3.28)

● 広域連携・支援体制の確立

○ 防災関係機関による相互応援協定、民間企業との応援協定の締結

○ 効果的な広域オペレーションの実施に必要な大規模な広域防災拠点等を
あらかじめ明確化、全国的な応急活動体制を構築

○ 防災関係機関における応急対策活動を標準化

三の丸地区
県営名古屋空港

名古屋港 静岡県庁

富士山
静岡空港

県営名古屋空港

名古屋港

富士山
静岡空港

大規模な
広域防災拠点

広域防災
拠点

支援ルート

(被災地内)

支援ルート

(被災地外→被災地内)
（凡例）

（出典）東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議資料を改訂



○災害対応体制の構築（第３章第４節）
・国は、必要な情報が即座に集約される体制をあらかじめ整備。
・国は、政府の現地対策本部について、あらかじめ地域ブロックごと
（中部・近畿等）に複数計画。

南海トラフ地震防災対策推進基本計画～災害発生時の対応に係る事前の備え～

平成２６年度予算により、「愛知現地災害対策本部設置のための設計検討」（Ｃ＝７百万）を実施。

○中部ブロックの政府現地対策本部
の設置を予定している庁舎

（中部地方整備局等が入居）

出展：東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議 「７.防災拠点のネットワーク形成に向けた検討」（H26.3.31） 4



国土交通省南海トラフ巨大地震中部ブロック地域対策計画
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H26.4.1公表

「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画」[第１版]

①応急活動計画
・巨大地震発生直後から概ね７日～１０日目までの間を中心に、緊急的に実施すべ
き主要な応急活動並びに平時から準備しておくべき事項。

②戦略的に推進する対策
・甚大な人的・物的被害を軽減するため、中長期的な視点を踏まえた予防的な対策。

中部ブロックの国土交通省の外局及び地方支分部局として、総力を挙げて取り組むべ
きリアリティのある対策をとりまとめた。

H24.11.5とりまとめ

「中部圏地震防災基本戦略」

H26.4.1公表
「国土交通省南海トラフ巨大地震
中部ブロック地域対策計画」

中部地方整備局、中部運輸局、大阪航空局、

中部地方測量部、名古屋地方気象台、
第四管区海上保安本部

○取り組むべき対策



電子防災情報システムの活用イメージ

電子防災情報図
通行可

通行不可

浸水範囲

発電所
市役所

病院

×落橋

○人孤立

ラジコンヘリ
ＣＣＴＶ
カメラ

・ＳＡＲ（合成開口
レーダ）画像

被災状況の把握被災状況の把握

防災ヘリ

○被災状況調査（空、宇宙等から情報収集）

○TEC-FORCEによる調査・状況把握
・ビッグデータの活用

基礎情報を事前に用意

基礎情報に加え、被災状況や
火山ハザード等のリアルタイムの情

報を１枚の地図に重ね合わせ

浸水域は黒く映る

イメージ

避難施設

行政機関

災害対策本部

・現地に派遣されたTEC-
FORCE隊員等の現在位置を
防災センターとリアルタイム
に共有
・現場から災害情報の更新
・指示事項伝達の迅速化

被災状況等
を集約

携帯電話の位置情
報から被災範囲や
避難状況等を把握

車両の通行実績か
ら道路の被害状況
等を把握

・基盤地図情報
・航空レーザ測量による精密標高データ
・重要施設の基本情報等

○電子防災情報システム～
・ＵＴＭグリッドの機能を含めた既存のシステムを用いた電子防災情報システムの暫定版の試作を行う。
・特に人口やインフラが集中する濃尾平野及び大阪平野においては、先行的に、今年度から電子防災情
報システムの構築を念頭に、既存のシステムを活用し、被災情報の収集・共有を迅速・正確化する。
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国土交通省南海トラフ巨大地震中部ブロック地域対策計画 ～電子防災情報システム～


